
 

 

第３回川口市男女共同参画推進委員会  

 

 令和元年６月２８日（金）１３時３０分  

かわぐち市民パートナーステーステーション会議室  

       

次    第  

 

１ 開 会  

 

 ２ 議 事  

 （１）川口市ＤＶ対策基本計画（案）について  

 

３ 報告事項  

（１）令和元年度行政委員会・附属機関等の女性登用状況について  

 

４ その他  

 

５ 閉 会  

 

 

配布資料一覧  

 資料№１ 川口市ＤＶ対策基本計画（案） ………………………………  １ 

 資料№２ 令和元年度行政委員会・附属機関等の女性登用状況 ……… １１  

 



１ 計画の体系 

 

Ｄ
Ｖ
の
根
絶
と
被
害
者
支
援 

基本目標１  ＤＶ防止のための意識啓発 

〇ＤＶ防止のための意識啓発 

基本目標２  被害者の発見と相談体制の強化 

〇早期発見のための通報の周知 

〇相談窓口の周知 

〇相談体制の充実 

基本目標３  被害者の安全確保と自立 

〇被害者の安全確保 

〇被害者の情報の保護 

〇被害者の自立に向けた支援 

基本目標４  関係機関と連携協力 

〇関係機関との連携協力の充実 
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２ 施策の展開 

基本目標１ ＤＶ防止のための意識啓発 

  

《課題》 

配偶者暴力防止法の施行に伴い、ＤＶについての認知度は高まっています

が、ＤＶの背景には「男は仕事、女は家庭」という性別による固定的役割分

担意識*8 があり、女性の経済的自立が妨げられるなど、社会構造的な問題が

あると言われています。 

また、ＤＶは家庭内や個人的な関係において行われ、外部から発見が難し

く、加害者に罪の意識が薄いという傾向があります。このため、周囲も気が

つかないうちに被害が深刻化し、被害者の救済が難しい状況になりがちです。 

ＤＶを防止するためには、こうしたＤＶが起こる背景や構造を理解し、Ｄ

Ｖの種類や特徴などについても正しい知識が得られるよう、意識啓発や教育

を進めていくことが必要です。特に家庭内に暴力のある状況は、子どもたち

の心を深く傷つけるだけではなく、問題解決の手段に暴力を用いることや、

暴力を容認することを無意識のうちに学習させてしまう恐れがあると指摘

されています。 

暴力の世代間連鎖を防ぐためにも、保護者をはじめ、学校や地域に向けて、

広く啓発活動をしていくことが重要です。 

さらに暴力は重大な人権侵害であるとの認識や理解を広げ、社会の中で暴

力を容認しない環境づくりが必要です。 

ＤＶを防止するため、啓発資料の配布や、男女共同参画の情報紙への記事

の掲載、イベントにおいてチラシの配布を行うなど啓発に努めます。 

 

 

*8 性別に関わらず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるに

もかかわらず、男性、女性という性別を理由として役割を固定的に分けること。 
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事業の概要 関係課 

施策① 男女共同参画社会への推進  
協働推進課  被害者の多くは女性です。その背景には性別による 

固定的な役割分担意識等の社会的な問題があげられま

す。 

男女が性別に関わりなく、社会のあらゆる場におい

て、個性や能力を発揮できる男女共同参画社会に実現

を目指す。 

 

◆情報紙への掲載 

◆市のホームページへの掲載 

◆男女共同参画イベントや講演会をとおし啓発を行う 

 
施策② ＤＶ防止啓発事業の充実  

協働推進課  ＤＶとはどのようなものか、ＤＶによりどのような

状況におかれているのか、また、ＤＶは犯罪であり重大

な人権侵害であることについて、市民一人ひとりが身

近な問題として考えてもらう。 

 
◆情報紙への記事の掲載 

◆ＤＶパネル展示 

◆ポケットティッシュの配布 

◆職員は缶バッジに啓発シールを貼付し着装 

 
施策③ 教育の場における啓発の推進  

協働推進課 
学務課 

 児童や生徒等に人権尊重の観点から互いを認め合

い、男女共同参画社会についての考え方を育成する。 

 

◆幼児用啓発紙「いろいろがたのしい」の配布 

◆中学生用啓発紙「カラフル」の配布 
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基本目標２ 被害者の発見と相談体制の強化 

 

《課題》 

  ＤＶは、被害者本人がＤＶであると気づきにくく、ＤＶを受けていること

が分かっていても相談しづらいため、潜在化しがちなことから、通報による

早期発見も大切です。 

市民意識調査では、暴力を受けた際、誰かに相談したか聞いたところ、「誰

にも相談しなかった」が５２.０％と過半数を占めており、相談しにくのが

現状です。 

周囲の方がＤＶに気が付いた場合は、本人の意思を尊重した上で「配偶者

暴力相談支援センターまたは警察官に通報するよう努めなくてはならない」

と配偶者暴力防止法第６条に規定されていますが、周知が図られていません。 

  川口市では平成２８年（2016）７月より配偶者暴力相談支援センターを開

設し、身近な相談窓口として女性相談員を設置し、ＤＶ被害の相談から自立

支援に至るまで、様々な相談を受けております。 

  そのほか、母子の相談や地域保健センターの相談、教育相談等からＤＶが

発覚し、ＤＶ相談につながる場合もあります。 

  配偶者暴力相談支援センターの設置後、相談件数は年々増加傾向にありま

す。 

  一人でも多くの被害者が適切な相談先につながり、必要な情報や支援が受

けられるよう、様々な手段を使って川口市配偶者暴力相談支援センターを通

じ案内を行っております。特に、特別な配慮を必要とする高齢者、障害者、

外国籍の市民については、どのような状態で、どんな支援を望んでいるか、

庁内関係各課と連携し対応しております。 

どのような状況においても被害者の立場に立った相談と切れ目のない支

援を行うよう、関係各課と連携しながら対応をしていきます。 
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事業の概要 関係課 

施策① 早期発見のための通報  
生活福祉課 
子育て相談課 
保育入所課 
地域保健センター 
学務課 
 
 

 市民や医療機関及び福祉関係者、または子どもや被

害者である保護者と接する機会の多い教職員や保育

士、地域保健センターなどに配暴センターの周知に努

める。 

 
◆配暴センターのチラシや啓発用カードを各課へ配布

し、ＤＶ被害者へ手渡しをお願いしている。 
 

施策② 配偶者暴力相談支援センターの周知  
協働推進課   平成２８年（2016）７月より配偶者暴力相談支援セン

ターを開設し、身近な相談窓口として女性相談員を設

置し、ＤＶ被害者の相談を受けている。 

 
◆市のホームページに掲載 

◆公共機関の女性トイレに啓発カードを設置 

◆学校や保育所にチラシの配布 

 
施策③ 相談体制の強化及び充実  

 
 
子育て相談課 

生活福祉課 

障害福祉課 

長寿支援課 

協働推進課 

  配偶者暴力相談支援センターと関係各課と連携し、

ＤＶ被害者の相談体制及び連携の充実を図る。 

◆子どもがいる場合 

◆貧困女性の場合 

◆障害者の場合 

◆６５歳以上の高齢者の場合 

◆外国籍の方で通訳が必要な場合 
 

男性被害者からの相談 

相談件数が少ないものの、支援が必要となるケース

もあるため相談を受ける体制を取っている。 

 

 
協働推進課 

加害者からの相談 
 加害者の相談は知識経験者の助言が大切なため、今

後、調査研究を進める必要がある。 

 

協働推進課 
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基本目標３ 被害者の安全確保と自立 

 

《課題》 

  被害者からの相談を受けている時点から、何よりも優先させなければなら

ないのが被害者の安全確保です。特に身体的な暴力が激しい場合や、加害者

の追及が執拗な場合は、必要に応じて警察と連携した安全確保に努めなけれ

ばなりません。 

また、被害者の安全が脅されることのないよう、警察への相談や保護命令

制度に関する情報提供など、適正な助言をすることが必要です。 

  さらに、被害者に関する情報の保護や管理にも細心の注意を払うことも必

要です。 

被害者が加害者の元を離れ、避難した場合に、住民基本台帳の閲覧制限*9

や住民票の写し等の交付、関係各課での手続きなどから避難場所が加害者に

特定されないよう、被害者の情報の保護を徹底しなければなりません。 

また、被害者に子どもがいる場合は、子どもに関する手続きについても情

報管理の徹底を図るのも大切です。 

  被害者がそれまでの生活の場を離れ、新たな場所で自立した安全な生活を

始めるためには、住宅の確保をはじめ、経済的基盤の確立、子どもの養育、

心のケア、母子家庭に対する支援制度などの様々な支援が必要になります。 

  被害者の状況は多様であるため、それぞれの被害者の状況に応じた適切な

支援を切れ目なく行えるよう、様々な施設や制度を活用したきめ細かい支援

が必要になります。 

 

  

*9 住民基本台帳事務における支援措置 

住民基本台帳支援措置の申出をした場合、住民基本台帳の閲覧、住民票

の写しの交付、戸籍の附票の写しの交付を制限し、被害者の情報を保護

する制度。 
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事業の概要 関係課 

施策① 相談時における安全確保のために  
協働推進課 
生活福祉課 
子育て相談課 
 

 被害者の相談は、加害者にわからないよう十分配慮

し、相談場所を案内する。 

施策② 被害者の保護及び緊急的な一時避難への対応  
協働推進課 
生活福祉課 
障害福祉課 
長寿支援課 
子育て相談課 
 

 面談相談により被害者が一時保護を希望し、保護が

必要と判断した場合は埼玉県婦人相談センターへ依頼

をする。事情により一時保護が受け入れられない場合

は、被害者の状況に応じて、高齢者や障害者支援等の各

施策に基づく避難先や協定を締結した安全な緊急一時

避難先（ホテル避難）等、適切な避難への対応を行う。 

 
施策③ 被害者に関する個人情報の保護  

協働推進課 
市民課 

 被害者の転宅にあたり住居地が加害者にわからない

よう住民基本台帳の支援措置制度の説明を行う。 
また税金関係や健康保険、年金などからも居場所が

特定されないよう助言する。 
 

◆住民基本台帳事務における支援措置 
◆マイナンバー制度の危険性 
 

施策④ 被害者の自立支援  
協働推進課 
生活福祉課 
子育て相談課 
 

 被害者の自立を促すため、就労の促進、援助について

必要な情報を提供する。 

 

◆自立サポートセンターへの案内 

◆ハローワークへの案内 

 
施策⑤ 保護命令制度の利用助言  

協働推進課 
 
 

  身体的暴力や命の危険や脅迫を受け、加害者の追及の

恐れがある場合に利用できる保護命令制度*10 ににつ

いて情報提供と助言を行う。 
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施策⑥ 加害者からの追及に対する対応  
協働推進課 
生活福祉課 
子育て相談課 
 

  加害者の追及に対しては、関係した各課と連携し、情

報の共有を行い、加害者の追及が執拗であれば警察と

連携して安全確保に努めます。 
 

 

 

*10 保護命令制度 

被害者が配偶者からの身体に対する暴力または生命等に対する脅迫によって、

生命または身体に重大な危害を受ける恐れがある場合、裁判所が配偶者に対し

て被害者への接近禁止や住民からの退去などを命令する制度。 
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基本目標４ 関係機関と連携協力 

 

《課題》 

  被害者の支援には、関係機関及び関係各課が相互に連携し、協力する体制

が必要です。川口市では「ＤＶ対策庁内連絡会議」を設置し、配偶者暴力相

談支援センターを中心に、庁内関係各課の連携強化を図っています。 

  今後も、常に適切な被害者支援が出来るよう庁内連携を強化するとともに、

他市町村から避難してきた被害者又は他市町村への避難する被害者への支

援や引継ぎを適切に行う必要があります。 

  

 

事業の概要 関係課 

施策① ＤＶ対策庁内連絡会議の充実  
協働推進課 
関係各課 

  ＤＶ相談または支援に関係する担当者による「ＤＶ

対策庁内連絡会議」を開催するとともに、必要に応じ

て、関係各課との情報の共有化し連携を図ります。 

 
◆ＤＶ対策庁内連絡会議 
 

施策② 警察や埼玉県、他市町村等との連絡の強化  
協働推進課  被害者の安全を図るための警察の支援について理

解し、相互に連携協力した被害者支援を行います。 

被害者の避難に関係する他市町村との連携や引継

ぎについても適切に行います。 
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（基準日：原則として平成31年4月1日現在）

女性のいる 女性委員 公募委員
審議会比率 比率 比率

行政委員会
(地方自治法第180条の5）

6 4 66.7% 31 4 12.9% 1 16.7% 12 38.7%

（30.4.1） (6) (4) (66.7%) (31) (4) (12.9%) (1) (16.7%) (12) (38.7%)

附属機関等
(地方自治法第202条の3)

171 152 88.9% 1,813 518 28.6% 22 12.9% 44 2.4%

（30.4.1） (173) (157) (90.8%) (1,845) (529) (28.7%) (24) (13.9%) (45) (2.4%)

計 177 156 88.1% 1,844 522 28.3% 23 13.0% 56 3.0%

（30.4.1） (179) (161) (89.9%) (1,876) (533) (28.4%) (25) (14%) (57) (3.0%)

【31年度調査・特記事項】　

　○　女性委員のいない（女性委員ゼロ）審議会　（21）　　　  ※ 前回（30.4.1）との比較（18→21）

　　　　　・行政委員会（2） ： 
選挙管理委員会、監査委員

　　　　　・附属機関等（19） ： 
公務災害補償等審査会、情報公開・個人情報保護等審査会、公有財産管理委員会、
商工資金審査会、景観形成委員会、開発審査会、建築審査会、
土地区画整理審議会（芝東第６・石神西立野・安行藤八・里）、いじめ問題調査委員会①、
学校運営協議会（幸町小学校）、学校評議員（舟戸小学校、戸塚小学校、差間小学校、安行東小学校、
在家小学校、市立川口高等学校）

　○　新設した審議会　（13）
　　　　　　 感染症診査協議会、廃棄物処理施設専門委員会、廃棄物処理施設設置等調整委員会

芝中央沿道第1土地区画整理審議会、美術館建設基本構想・基本計画議会、
学校運営協議会(安行小学校、飯塚小学校、原町小学校、神根東小学校、岸川中学校、西中学校、
元郷中学校)、学校評議員(市立川口高等学校)

　○　終了した審議会　（15）
戸塚環境センター施設整備基本構想・基本計画審議会、商工行政審議会、労政協議会、
住居表示審議会、青少年婦人教育施設運営審議会、学校評議員（安行小学校、飯塚小学校、
原町小学校、神根東小学校、岸川中学校、西中学校、元郷中学校、川口総合高等学校、
県陽高等学校（全日）、県陽高等学校（定時））

  ○　女性登用率について　（ 177の行政委員会・附属機関等 ）

　　　　※ 平均 28.3％

　　　　　・ 30％以上の審議会数 84

　　　　　・ 20％以上30％未満の審議会数　50

　　　　　・ 10％以上20％未満の審議会数　16

　　　　　　　　　　防災会議、農政審議会、都市計画審議会、土地区画整理審議会（芝東第４・第５、芝中央沿道第1）、
　　　　　　　　　　公民館運営審議会（西・芝南・朝日・朝日東・南鳩ヶ谷）、美術館建設基本構想・基本計画議会、
　　　　　　　　　　文化財保護審議会、学校運営協議会（飯塚小学校・芝西中学校・小谷場中学校）

　　　　　・ 10％未満の審議会数　27

　　　　　　　　　　選挙管理委員会、監査委員、農業委員会
　　　　　　　　　　公務災害補償等審査会、情報公開・個人情報保護等審査会、国民保護協議会、公有財産管理委員会、
　　　　　　　　　　商工資金審査会、景観形成委員会、開発審査会、建築審査会、
　　　　　　　　　　土地区画整理審議会（芝東第３・第６・新郷東部第２・石神西立野・安行藤八・里）、
　　　　　　　　　　公民館運営審議会（新郷・上青木）,いじめ問題調査委員会①、幸町小学校学校運営協議会、
　　　　　　　　　　学校評議員（舟戸小学校・戸塚小学校・差間小学校・安行東小学校・在家小学校・市立川口高等学校）

  ○　公募委員について　（ 177の行政委員会・附属機関等 ）

　　　　・ 公募を行っている審議会の比率　13％　（23/177）   ・ 公募委員の比率　3.0％　（56人/1,844人中）

　　　　・ 公募委員中の女性比率　35.7％　（20人/56人中）

委員数
いる審議会 委員数 審議会数 比率

令和元年度　行政委員会・附属機関等の女性登用状況

審議会 委  員 公募委員

審議会数
女性委員の

委員数
女性 公募のある 公募の
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○　行政委員会　（地方自治法第１８０条の５） （原則として、平成31年4月1日現在）

委員数
うち

女性委員数

女性委員
比率

人 人 ％

1 教育総務課 教育委員会 5 1 20.0 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

2 選挙管理委員会 選挙管理委員会 4 0 0.0 地方自治法

3 総務課 公平委員会 3 1 33.3 地方公務員法

4 監査委員事務局 監査委員 4 0 0.0 地方自治法

5 農業委員会事務局 農業委員会 12 1 8.3 農業委員会等に関する法律

6 税制課 固定資産評価審査委員会 3 1 33.3 地方自治法第180条の5、地方税法第423条～436条

31 4 12.9

№ 担当課 新設 名        称 根  拠  法  ・  条  例
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委員数
うち

女性委員数 比率 募 員 女性 比率

人 人 ％ 人 人 ％

1 企画財政部 企画経営課 自治基本条例運用推進委員会 13 3 23.1 ○ 3 1 33 自治基本条例

2 総務部 総務課 同和対策審議会 12 4 33.3 ○ 1 0 0 同和対策審議会条例

3 総務部 職員課 公務災害補償等認定委員会 5 1 20.0 × － 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

4 総務部 職員課 公務災害補償等審査会 3 0 0.0 × － 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

5 総務部 行政管理課 情報公開・個人情報保護運営審議会 12 5 41.7 ○ 2 1 50 情報公開・個人情報保護運営審議会条例

6 総務部 行政管理課 情報公開・個人情報保護等審査会 3 0 0.0 × － 情報公開・個人情報保護等審査会条例

7 危機管理部 防災課 防災会議 63 8 12.7 × － 災害対策基本法、防災会議条例

8 危機管理部 防犯対策室 国民保護協議会 56 2 3.6 × －
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法
律、
国民保護協議会条例

9 理財部 管財課 公有財産管理委員会 10 0 0.0 × － 地方自治法、公有財産管理委員会条例

10 市民生活部 協働推進課 協働推進委員会 15 6 40.0 ○ 5 2 40 協働推進条例

11 市民生活部 協働推進課 男女共同参画推進委員会 9 5 55.6 ○ 2 1 50 男女共同参画推進条例

12 市民生活部 交通安全対策課 交通安全対策協議会 15 3 20.0 × － 交通安全対策協議会条例

13 福祉部 福祉総務課 社会福祉審議会 40 13 32.5 ○ 3 1 33 社会福祉法、社会福祉審議会条例

14 福祉部 福祉総務課 民生委員推薦会 10 4 40.0 × － 民生委員法

15 福祉部 介護保険課 介護認定審査会 120 55 45.8 × － 介護保険条例第3条

16 福祉部 介護保険課 介護保険運営協議会 14 7 50.0 ○ 1 0 0 介護保険運営協議会条例

17 福祉部 障害福祉課 介護給付費等の支給に関する審査会 20 9 45.0 × －
障害者総合支援法第15条、介護給付費等の支給に関す
る審査会の委員の定数等を定める条例

18 子ども部 青少年対策室 青少年問題協議会 15 6 40.0 ○ 2 2 100 地方青少年問題協議会法、青少年問題協議会条例

19 子ども部 青少年対策室 いじめから子どもを守る委員会 3 1 33.3 × － いじめ防止対策推進法、いじめを防止するためのまちづくり推進条例

20 保健部 保健総務課 地域保健審議会 17 5 29.4 ○ 1 0 0 地域保健審議会条例

21 保健部 疾病対策課 感染症診査協議会 4 1 25.0 × －
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する
法律

22 保健部 国民健康保険課 国民健康保険運営協議会 15 5 33.3 ○ 1 0 0 国民健康保険法、国民健康保険条例

23 環境部 環境総務課 環境審議会 15 5 33.3 ○ 2 2 100 環境審議会条例

24 環境部 資源循環課 廃棄物対策審議会 15 5 33.3 ○ 2 1 50
廃棄物の処理及び清掃に関する法律
廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

25 環境部 産業廃棄物対策課 廃棄物処理施設専門委員会 5 2 40.0 × －
廃棄物の処理及び清掃に関する法律
廃棄物の減量及び適正処理に関する条例

26 環境部 産業廃棄物対策課 廃棄物処理施設設置等調整委員会 4 1 25.0 × － 廃棄物処理施設の設置等の手続に関する条例

27 経済部 経営支援課 商工資金審査会 10 0 0.0 × － 商工資金審査会条例

28 経済部 農政課 農政審議会 15 2 13.3 × － 農政審議会条例

29 都市計画部 都市計画課 都市計画審議会 15 2 13.3 ○ 2 0 0 都市計画法、都市計画審議会条例

30 都市計画部 都市計画課 景観形成委員会 6 0 0.0 × － 景観形成委員会条例

31 都市計画部 都市計画課 バリアフリー基本構想推進協議会 13 4 30.8 ○ 2 1 50
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法
律

32 都市計画部 開発審査課 開発審査会 5 0 0.0 × － 都市計画法、開発審査会条例

33 都市計画部 建築安全課 建築審査会 5 0 0.0 × － 建築基準法、建築審査会条例

34 都市計画部 みどり課 緑化対策委員会 15 4 26.7 ○ 2 1 50 緑化対策委員会条例

35 都市整備部 西部土地区画整理事務所 芝東第３土地区画整理審議会 15 1 6.7 × －
土地区画整理法第56条
川口都市計画事業芝東第3土地区画整理事業施行規程

36 都市整備部 西部土地区画整理事務所 芝東第４土地区画整理審議会 13 2 15.4 × －
土地区画整理法第56条
川口都市計画事業芝東第4土地区画整理事業施行規程

37 都市整備部 西部土地区画整理事務所 芝東第５土地区画整理審議会 14 2 14.3 × －
土地区画整理法第56条
川口都市計画事業芝東第5土地区画整理事業施行規程

38 都市整備部 西部土地区画整理事務所 芝東第６土地区画整理審議会 9 0 0.0 × －
土地区画整理法第56条
川口都市計画事業芝東第6土地区画整理事業施行規程

39 都市整備部 東部土地区画整理事務所 新郷東部第２土地区画整理審議会 20 1 5.0 × －
土地区画整理法第56条
川口都市計画事業新郷東部第2土地区画整理事業施行

40 都市整備部 北部土地区画整理事務所 石神西立野特定土地区画整理審議会 15 0 0.0 × －
土地区画整理法第56条
川口都市計画事業石神西立野特定土地区画整理事業施

41 都市整備部 北部土地区画整理事務所 安行藤八特定土地区画整理審議会 15 0 0.0 × －
土地区画整理法第56条
川口都市計画事業安行藤八特定土地区画整理事業施行

42 都市整備部 里土地区画整理事務所 里土地区画整理審議会 15 0 0.0 × －
土地区画整理法第56条
川口都市計画事業里土地区画整理事業施行規程

43 都市整備部 市街地整備室 芝中央沿道第1土地区画整理審議会 9 1 11.1 × －
土地区画整理法第56条
川口都市計画事業芝中央沿道第1土地区画整理事業施

44 水道部 上下水道総務課 上下水道事業運営審議会 15 6 40.0 ○ 2 2 100 上下水道事業運営審議会設置条例

45 生涯学習部 生涯学習課 社会教育委員 15 8 53.3 × － 社会教育法、社会教育委員設置条例

46 生涯学習部 生涯学習課 中央ふれあい館運営審議会 15 4 26.7 × － 中央ふれあい館運営審議会条例

47 生涯学習部 生涯学習課 南平公民館運営審議会 15 4 26.7 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

48 生涯学習部 生涯学習課 新郷公民館運営審議会 14 1 7.1 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

49 生涯学習部 生涯学習課 神根公民館運営審議会 15 3 20.0 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

50 生涯学習部 生涯学習課 西公民館運営審議会 14 2 14.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

51 生涯学習部 生涯学習課 芝公民館運営審議会 15 5 33.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

52 生涯学習部 生涯学習課 前川公民館運営審議会 14 4 28.6 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

53 生涯学習部 生涯学習課 安行公民館運営審議会 15 5 33.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

54 生涯学習部 生涯学習課 西川口公民館運営審議会 14 6 42.9 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

55 生涯学習部 生涯学習課 青木公民館運営審議会 15 7 46.7 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

56 生涯学習部 生涯学習課 幸栄公民館運営審議会 15 5 33.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

57 生涯学習部 生涯学習課 上青木公民館運営審議会 15 1 6.7 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

58 生涯学習部 生涯学習課 並木公民館運営審議会 14 4 28.6 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

59 生涯学習部 生涯学習課 戸塚公民館運営審議会 15 5 33.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

60 生涯学習部 生涯学習課 芝南公民館運営審議会 14 2 14.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

61 生涯学習部 生涯学習課 朝日公民館運営審議会 14 2 14.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

62 生涯学習部 生涯学習課 根岸公民館運営審議会 15 3 20.0 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

63 生涯学習部 生涯学習課 領家公民館運営審議会 13 3 23.1 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

№ 部局 担当課 名        称 根  拠  法  ・  条  例
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64 生涯学習部 生涯学習課 芝西公民館運営審議会 14 4 28.6 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

65 生涯学習部 生涯学習課 芝北公民館運営審議会 15 7 46.7 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

66 生涯学習部 生涯学習課 芝富士公民館運営審議会 11 4 36.4 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

67 生涯学習部 生涯学習課 神根西公民館運営審議会 15 6 40.0 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

68 生涯学習部 生涯学習課 新郷南公民館運営審議会 12 4 33.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

69 生涯学習部 生涯学習課 前川南公民館運営審議会 15 7 46.7 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

70 生涯学習部 生涯学習課 朝日東公民館運営審議会 15 2 13.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

71 生涯学習部 生涯学習課 神根東公民館運営審議会 15 5 33.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

72 生涯学習部 生涯学習課 芝園公民館運営審議会 12 5 41.7 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

73 生涯学習部 生涯学習課 横曽根公民館運営審議会 15 6 40.0 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

74 生涯学習部 生涯学習課 安行東公民館運営審議会 15 3 20.0 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

75 生涯学習部 生涯学習課 青木東公民館運営審議会 15 8 53.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

76 生涯学習部 生涯学習課 戸塚西公民館運営審議会 14 4 28.6 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

77 生涯学習部 生涯学習課 鳩ヶ谷公民館運営審議会 15 5 33.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

78 生涯学習部 生涯学習課 南鳩ヶ谷公民館運営審議会 15 2 13.3 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

79 生涯学習部 生涯学習課 里公民館運営審議会 15 6 40.0 × － 社会教育法、公民館運営審議会条例

80 生涯学習部 文化推進室 文化芸術審議会 15 4 26.7 ○ 2 1 50 文化芸術審議会条例

81 生涯学習部 文化推進室 美術館建設基本構想・基本計画議会 15 2 13.3 ○ 2 0 0 美術館建設基本構想・基本計画審議会条例

82 生涯学習部 文化財課 文化財保護審議会 10 1 10.0 × － 文化財保護法、文化財保護条例

83 生涯学習部 中央図書館 図書館・映像・情報ﾒﾃﾞｨｱｾﾝﾀｰ運営審議会 14 9 64.3 ○ 2 1 50 図書館・映像・情報メディアセンター運営審議会条例

84 生涯学習部 科学館 科学館運営審議会 12 3 25.0 ○ 1 0 0 科学館運営審議会条例

85 生涯学習部 スポーツ課 スポーツ推進審議会 15 4 26.7 ○ 2 0 0 スポーツ基本法、スポーツ推進審議会条例

86 学校教育部 指導課 障害児就学支援委員会 15 5 33.3 × － 障害児就学支援委員会条例

87 学校教育部 指導課 いじめ問題調査委員会① 3 0 0.0 × － いじめ防止対策推進法、いじめ問題調査委員会条例

88 学校教育部 指導課 いじめ問題調査委員会② 3 1 33.3 × － いじめ防止対策推進法、いじめ問題調査委員会条例

89 学校教育部 学校保健課 学校給食運営審議会 15 7 46.7 ○ 2 2 100 学校給食法、学校給食運営審議会条例

90 学校教育部 学務課 幸町小学校学校運営協議会 14 0 0.0 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

91 学校教育部 学務課 飯仲小学校学校運営協議会 14 3 21.4 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

92 学校教育部 学務課 前川小学校学校運営協議会 14 3 21.4 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

93 学校教育部 学務課 戸塚南小学校学校運営協議会 15 5 33.3 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

94 学校教育部 学務課 安行小学校学校運営協議会 11 6 54.5 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

95 学校教育部 学務課 飯塚小学校学校運営協議会 6 1 16.7 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

96 学校教育部 学務課 原町小学校学校運営協議会 14 3 21.4 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

97 学校教育部 学務課 神根東小学校学校運営協議会 13 3 23.1 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

98 学校教育部 学務課 安行中学校学校運営協議会 12 7 58.3 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

99 学校教育部 学務課 芝西中学校学校運営協議会 11 2 18.2 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

100 学校教育部 学務課 小谷場中学校学校運営協議会 15 2 13.3 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

101 学校教育部 学務課 岸川中学校学校運営協議会 15 3 20.0 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

102 学校教育部 学務課 西中学校学校運営協議会 10 3 30.0 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

103 学校教育部 学務課 元郷中学校学校運営協議会 10 2 20.0 × － 地方教育行政法の組織及び運営に関する法律、学校運営協議会規則

104 学校教育部 学務課 本町小学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

105 学校教育部 学務課 仲町小学校学校評議員 4 1 25.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

106 学校教育部 学務課 上青木小学校学校評議員 5 2 40.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

107 学校教育部 学務課 元郷小学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

108 学校教育部 学務課 芝小学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

109 学校教育部 学務課 新郷小学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

110 学校教育部 学務課 神根小学校学校評議員 4 1 25.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

111 学校教育部 学務課 青木北小学校学校評議員 4 1 25.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

112 学校教育部 学務課 領家小学校学校評議員 3 2 66.7 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

113 学校教育部 学務課 舟戸小学校学校評議員 4 0 0.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

114 学校教育部 学務課 十二月田小学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

115 学校教育部 学務課 並木小学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

116 学校教育部 学務課 戸塚小学校学校評議員 3 0 0.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

117 学校教育部 学務課 青木中央小学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

118 学校教育部 学務課 元郷南小学校学校評議員 5 3 60.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

119 学校教育部 学務課 芝西小学校学校評議員 4 1 25.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

120 学校教育部 学務課 芝南小学校学校評議員 3 1 33.3 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

121 学校教育部 学務課 朝日東小学校学校評議員 5 2 40.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

122 学校教育部 学務課 芝富士小学校学校評議員 4 1 25.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

123 学校教育部 学務課 前川東小学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

124 学校教育部 学務課 柳崎小学校学校評議員 5 2 40.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

125 学校教育部 学務課 芝桶ノ爪小学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

126 学校教育部 学務課 新郷南小学校学校評議員 5 2 40.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

127 学校教育部 学務課 上青木南小学校学校評議員 5 2 40.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

128 学校教育部 学務課 根岸小学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

129 学校教育部 学務課 芝中央小学校学校評議員 3 1 33.3 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

130 学校教育部 学務課 新郷東小学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱
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131 学校教育部 学務課 朝日西小学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

132 学校教育部 学務課 慈林小学校学校評議員 5 3 60.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

133 学校教育部 学務課 差間小学校学校評議員 5 0 0.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

134 学校教育部 学務課 東本郷小学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

135 学校教育部 学務課 東領家小学校学校評議員 3 2 66.7 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

136 学校教育部 学務課 安行東小学校学校評議員 3 0 0.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

137 学校教育部 学務課 在家小学校学校評議員 5 0 0.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

138 学校教育部 学務課 戸塚東小学校学校評議員 3 3 100.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

139 学校教育部 学務課 戸塚北小学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

140 学校教育部 学務課 木曽呂小学校学校評議員 4 1 25.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

141 学校教育部 学務課 戸塚綾瀬小学校学校評議員 4 1 25.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

142 学校教育部 学務課 鳩ヶ谷小学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

143 学校教育部 学務課 中居小学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

144 学校教育部 学務課 辻小学校学校評議員 5 4 80.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

145 学校教育部 学務課 里小学校学校評議員 3 1 33.3 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

146 学校教育部 学務課 桜町小学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

147 学校教育部 学務課 南鳩ヶ谷小学校学校評議員 5 4 80.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

148 学校教育部 学務課 東中学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

149 学校教育部 学務課 南中学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

150 学校教育部 学務課 北中学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

151 学校教育部 学務課 青木中学校学校評議員 4 1 25.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

152 学校教育部 学務課 芝中学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

153 学校教育部 学務課 上青木中学校学校評議員 5 3 60.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

154 学校教育部 学務課 幸並中学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

155 学校教育部 学務課 十二月田中学校学校評議員 3 1 33.3 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

156 学校教育部 学務課 仲町中学校学校評議員 4 1 25.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

157 学校教育部 学務課 芝東中学校学校評議員 4 1 25.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

158 学校教育部 学務課 榛松中学校学校評議員 3 1 33.3 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

159 学校教育部 学務課 神根中学校学校評議員 3 1 33.3 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

160 学校教育部 学務課 領家中学校学校評議員 4 2 50.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

161 学校教育部 学務課 戸塚中学校学校評議員 5 2 40.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

162 学校教育部 学務課 在家中学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

163 学校教育部 学務課 安行東中学校学校評議員 5 3 60.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

164 学校教育部 学務課 戸塚西中学校学校評議員 5 1 20.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

165 学校教育部 学務課 鳩ヶ谷中学校学校評議員 4 3 75.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

166 学校教育部 学務課 八幡木中学校学校評議員 3 2 66.7 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

167 学校教育部 学務課 里中学校学校評議員 3 1 33.3 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

168 学校教育部 学務課 市立川口高等学校学校評議員 3 0 0.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

169 学校教育部 学務課 市立川口高等学校学校評議員（定時制） 2 2 100.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

170 学校教育部 学務課 舟戸幼稚園学校評議員 3 3 100.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

171 学校教育部 学務課 南平幼稚園学校評議員 3 3 100.0 × － 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

計　　　（広域の審議会を除く） 1,813 518 28.6 44 19 43

171 152 22 44
↑ ↑

委員会数 ↑ ↑ 公募委員数
女性委員のいる 公募のある委員会数
委員会数

（参考）平成30年度中に終了したもの。

委員数
女性委員

数
女性委員

比率
公
募

委
員 女性

比率

人 人 ％ 人 人 ％

環境部 環境施設課 戸塚環境センター施設整備基本構想・基本計画審議会 15 4 26.7 ○ 2 2 100 戸塚環境センター施設整備基本構想・基本計画審議会条例

経済部 産業労働政策課 商工行政審議会 15 3 20.0 × 商工行政審議会条例

経済部 産業労働政策課 労政協議会 15 2 13.3 × 労政協議会条例

都市計画部 計画管理課 住居表示審議会　　　　 15 0 0.0 × 住居表示審議会設置条例

生涯学習部 生涯学習課 青少年婦人教育施設運営審議会 15 11 73.3 × 青少年婦人教育施設運営審議会条例

学校教育部 学務課 安行小学校学校評議員 5 3 60.0 × 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

学校教育部 学務課 飯塚小学校学校評議員 4 1 25.0 × 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

学校教育部 学務課 原町小学校学校評議員 5 1 20.0 × 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

学校教育部 学務課 神根東小学校学校評議員 5 3 60.0 × 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

学校教育部 学務課 岸川中学校学校評議員 5 1 20.0 × 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

学校教育部 学務課 西中学校学校評議員 5 1 20.0 × 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

学校教育部 学務課 元郷中学校学校評議員 5 1 20.0 × 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

学校教育部 学務課 川口総合高等学校学校評議員 4 3 75.0 × 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

学校教育部 学務課 県陽高等学校学校評議員（全日） 5 1 20.0 × 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

学校教育部 学務課 県陽高等学校学校評議員（定時） 5 3 60.0 × 学校教育法施行規則、市立学校学校評議員制度に係る学校評議員設置要綱

（参考）常設ではない附属機関等

都市計画部 住宅政策課 空家等対策協議会 ×
空家等対策の推進に関する特別措置法
空家等対策協議会条例

学校教育部指導課 いじめ問題調査委員会③ × いじめ防止対策推進法、いじめ問題調査委員会条例

消防局 消防総務課 消防賞じゅつ金審査委員会 × 消防賞じゅつ金条例

経済部 産業労働政策課 産業労働行政審議会 × 産業労働行政審議会条例

生涯学習部 生涯学習課 生涯学習プラザ運営審議会 × 中央ふれあい館運営審議会条例

根  拠  法  ・  条  例

（参考）今年度中に委嘱予定

№ 部局 担当課 名        称
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行政委員会・附属機関等の女性登用状況の推移 （～H31）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年4月 平成28年10月 平成29年4月 平成29年10月 平成30年4月 平成31年4月

行政委員会のうち
　女性のいる審議会の比
率

50.0% 50.0% 50.0% 66.7% 50.0% 83.3% 83.3% 66.7% 66.7% 50.0% 50.0% 50.0% 66.7% 66.7% 66.7%

附属機関のうち
　女性のいる審議会の比
率

83.7% 84.4% 93.3% 93.5% 88.9% 93.8% 93.6% 88.4% 88.6% 89.7% 89.8% 89.8% 87.8% 90.8% 88.4%

女性委員のいる
　審議会の比率　（計） 79.6% 80.4% 88.2% 90.4% 84.3% 92.6% 92.5% 87.0% 87.2% 87.1% 87.2% 87.2% 86.5% 89.9% 88.1%

女性委員のいない
　審議会の比率 20.4% 19.6% 11.8% 9.6% 15.7% 7.4% 7.5% 13.0% 12.8% 12.9% 12.8% 12.8% 13.5% 10.1% 11.9%

行政委員会の
　　女性登用率 6.7% 8.9% 8.9% 11.1% 6.8% 10.6% 12.8% 10.6% 11.1% 11.4% 11.4% 9.1% 16.1% 12.9% 12.9%

附属機関等の
　　女性登用率 22.4% 23.2% 23.9% 24.5% 24.1% 24.2% 24.1% 24.7% 26.3% 27.1% 27.0% 27.2% 27.5% 28.7% 28.6%

女性登用率　（計） 21.9% 22.7% 23.4% 24.1% 23.5% 23.7% 23.7% 24.2% 25.8% 26.6% 26.5% 26.7% 27.3% 28.4% 28.3%
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